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｡ この時, 長与にして ｢人生の危害を除く｣ とは, ｢国民一般の
健康保護｣ を進めることに他ならなかった｡ そして長与は ｢健康保護｣ を
進めるためには, ｢特種の行政組織｣ が備わっている様を見抜いたのであっ
た｡ 長与は ｢健康保護｣ 事業を推進するための仕組みが必要としたのであ
る｡









務局長として医学等学術を ｢政務的に運用｣ するための ｢特殊の行政組織｣
の形成に着手するのであった｡ この長与の取り組みは ｢医制｣ の制定に見
て取ることができた｡








①医制 (全国衛生事務, 地方衛生) (第１条～第11条)
②医学校 (医学教育) (第12条～第26条)
③教員及び医師 (医術開業試験と免許) (第27条～第53条)
④薬舗 (薬舗開業試験と免許, 及び薬物の取り締まり) (第54条～第76
(桃山法学 第29号 ’18)70
条)
まず第11条までにおいて, ｢健康保護｣ の仕組みが示され, 第12条以下









語, ラテン語, 理学, 化学, 植物学, 動物学, 鉱物学の知識が要求され,
こうした数学や外国語など西洋医学の習得に必要とされる基礎的な知識の
素養があることが認められると, 本科での学業が許された｡ 本科では, 解





なかったのである｡ そのため ｢不学無術之徒｣ が少なくなく, 結果, 適切
な投薬がなされず, 人命にかかわる事態を招いていた｡ そこで明治政府は,
明治元年より医師の免許制度の導入を求めていたのである｡
















｢医制｣ ではまた, 医師の資格化だけでなく, 薬舗の資格化も進めるこ
とを予定していた｡ 薬舗を開業しようとする者も, ｢免状｣ が必要になっ















た｡ そこで漢方医たちは政府の進める医療の西洋化に論難, 哀訴し, 漢方
の知識を基にした試験を要請した｡ 医業を継ぐため今後新たに医師となろ















一方, この ｢医制｣ では, 長与が西欧の地で関心を示した ｢健康保護｣




｡ ｢医制｣ において医師や薬舗の資格化に加えて, ｢全国衛生
事務｣ や ｢地方衛生｣ の視点が採用されていたのはそのためである｡ ｢医
制｣ では, 住民の ｢健康保護｣ をまず求め, 健康が害された時に施される
医療に携わる医師や薬舗のことを定めていたのであった｡
また, 長与は, 西欧諸国の地で注目した ｢ゲズンドハイツプレーゲ｣ 等
にみられる ｢健康保護｣ 事業を ｢医制｣ に組み入れる際, ｢衛生｣ という
言葉を選択した｡ 長与は, ｢健康｣ や ｢保健｣ といった言葉を当初は思い
浮かべたようであるが, ｢露骨にして面白からず｣ として採用しなかった｡
一方で 『荘子』 の ｢庚桑楚編｣ に ｢衛生｣ という言葉があったことを思い
出し, ｢字面高雅｣, ｢呼声もあしからず｣ とのことから, これを気に入っ
た｡ 長与は ｢健康保護｣ に ｢衛生｣ という呼称を充てたのである
(15)
｡
｢医制｣ では, (図１) にみえるように, 中央政府にあって全国の ｢医
政｣ を文部省において統括することとし (第１条), 同省医務局中に ｢医
監・副医監｣ を設置するとした (第３条)｡ ここでまず, 政府が ｢健康保
護｣ 事業を進めるための権限を保有していること, すなわち ｢衛生行政権｣
の存在を確認しようとしたのである｡ 中央の権限を確認する一方, 各地方
の衛生問題を所管するため, 全国を数所に分かち ｢衛生局｣ を設置すると




｢医制｣ では ｢衛生局｣ の設置を予定すると同時に, 各府県にあっては,
地方吏員のうちより選任される ｢医務掛｣ が設置されることともなってい
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た｡ この ｢医務掛｣ は府県以下の ｢医務｣ 担当であった (第６条)｡ ｢医制｣
では政府の保有する ｢衛生行政権｣ を地方政府, 具体的には ｢衛生局｣ や
｢医務掛｣ を通じて行使することが予定されたのである｡
さらに ｢医制｣ は, ｢医務取締｣ の設置を求めていた｡
第七条 地方ノ医師及ビ薬舗主家畜医等ヲ撰テ医務取締トナシ衛生局地
方官ノ差図ヲ受ケ部内日常ノ医務ヲ取扱ハシム
｢医務取締｣ は, 各地方の医師や薬舗主, 家畜医等より選出されること
となっていた｡ 医学等の知見に理解ある者の ｢健康保護｣ 事業への参加を
















｢医務取締｣ から伝染病発生等の被害が報告されると, 今度は ｢衛生局｣
の責任者が, ｢医務取締｣ 及び ｢地方ノ大医碩学｣ を招集し, 対策を立て,
文部省及び近隣の府県に通報するとされる (第10条)｡ 医制では, ｢衛生局｣
や ｢衛生掛｣, そして ｢医務取締｣ を通じて文部省に承認された ｢衛生行
政権｣ を行使することが予定されたのである｡
３ 長与専斎の ｢衛生意見｣
明治７年に ｢医制｣ が制定されたことで, ｢健康保護｣ 事業は文部省の








を ｢畢生｣ の事業と宣言する長与は, 事務の移管と共に内務省へ移ること
となった｡
移管直後の ｢健康保護｣ 事業は, ｢第七局｣ で取り扱われた｡ 内務官僚
となった長与はこの ｢第七局｣ を ｢健康保護｣ に資するためにふさわしい
名称にするべく思案していた｡ 結局 ｢第七局｣ は, ｢医制｣ 中, ｢健康保護｣
の事業を引き継いだ部局であったことから, ｢健康保護｣ を ｢衛生｣ と表
現した長与は, その部局名称を ｢衛生局｣ とした｡ ｢衛生局｣ が設置され
ると, 長与は初代内務省衛生局長に就任した｡ そして明治24年に衛生局長
の職を辞するまで, 実に約16年にわたり, その職責を担い続けたのである｡





















同様, 内務省の ｢健康保護｣ 事業を支援するメンバーであった
(21)
｡ 長与は三





｡ その後, ニューヨーク, ボストン, ワシントン,
シカゴの衛生局を訪れた｡ かつて岩倉らと共に太平洋を渡った時には,
｢ただ見聞するがままに｣ 時間を過ごしたが, 今回は ｢視察の間すこぶる
趣味あるを覚｣ えた｡ そして諸州の調査を通じて, 規則法文が厳正に整備





本の ｢健康保護｣ 事業の今後のプランを認め, 当時, 内務の職にあった
大久保利通に提出した
(24)
｡ この時の長与の ｢衛生意見｣ では近代日本の ｢健
康保護｣ 事業について ｢介達衛生法｣ と ｢直達衛生法｣ という二つの視点
から整理されていた
(25)
｡ ｢介達衛生法｣ とは ｢欧米所謂医制｣ のことであり,
｢医師薬舗ノ勧奨督察薬剤ノ検査取締等因テ以テ衛生ノ根基ヲ栽培スルモ
ノ｣ であった｡ 一方, ｢直達衛生法｣ は, ｢欧米ノ所謂衛生法｣ であり,
｢総テ人民ノ衣食住ニ関シ其健康ヲ害シ流行病伝染病ノ禍源トナルモノハ
駆除防御ノ方法ヲ設ケテ之ヲ施行｣ することだとして描かれた｡ 換言する
ならば ｢介達衛生法｣ は, 医師や薬舗の国家による管理を実現するための
取り組みであり, ｢直達衛生法｣ は, 伝染病の流行など住民の衛生問題へ
の対応を進めることであり, 貧困者の施療, 伝染病予防, 衛生統計の作成,
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飲食物や上下水の管理等が想定されていた｡ 長与はこの ｢介達衛生法｣ と







長与は医師等を管理するために (図２) にみえるように ｢内国事務省｣
が設置されるとする｡ 同省管下には ｢医事監督｣ が設置され, これが地方
に派遣され医師や薬舗の開業の動向などを確認するとした｡ またこの ｢医
事監督｣ は, 各地において選出される ｢医学議員｣ の長を兼ねるともされ
ていた｡ ｢医学議員｣ とは医師, 薬舗, 法律家より構成され, 医学や薬剤
学の動向について議論を付すとされる｡ さらにこの ｢医事監督｣ は, 各地
の衛生に関する動向について報告書を作成し, ｢内国事務長官｣ と府県に
報告することが期待されていた｡ 一方府県には, ｢管内人民の死凶｣ や
｢医師薬舗産婆ノ増減｣ 等を ｢医事監督｣ に伝えることが求められる｡ ｢介
達衛生法｣ では, ｢内国事務省｣ の下, ｢医事監督｣ や ｢医学議員｣ を活用
し, 相互に情報の共有を図ることで医師や薬舗の管理を進めようとしてい
たのである｡
次に ｢直達衛生法｣ についてみてみよう｡ 長与は, (図３) にみえるよ
うに ｢内国事務省｣ の下, 欧米では ｢人民稠密｣ の地に ｢衛生局｣ を置い
ていることを取り上げる｡ 長与が描いた ｢衛生局｣ の所管する事務を例示
すれば以下の通りである｡

















こと, そして痘瘡や梅毒対策, 衛生統計の作成, 死者の管理, 寺院など人
が集まる建築物の管理, 健康を害する恐れのある飲食物を排除しようとす
る試み, さらに家畜や屠殺場の管理を進めることを ｢衛生局｣ に求めたの
である｡
長与はこの ｢直達衛生法｣ でも医師や薬舗の管理を謳い, ｢介達衛生法｣
でも医師や薬舗に対する政府の介入を求めていた｡ ここでの違いは, 長与
がこの ｢衛生意見｣ において, 後者との関連で ｢日本医学ハ今後二十年ヲ




長与は, ｢衛生局｣ の所管する事務を取り扱うための吏員として ｢衛生
取締｣ を予定する｡ ｢衛生取締｣ は ｢衛生局｣ の所管する事務について,








となっていた｡ 医学等学術の ｢政務的運用｣ を具体化していくために,
｢健康保護｣ と学術との関りを理解することができる吏員として ｢衛生取
締｣ を長与は取り上げる｡ 長与が医学等学術の ｢政務的運用｣ を実現して
いくためには, ｢衛生取締｣ のような医学等学術上の知見を理解すること
ができる地方衛生吏員が必要であったのである｡
４ コレラの流行と ｢健康保護｣ 事業のための制度改革
(１) ｢中央衛生会｣ と ｢地方衛生会｣ の設置





た｡ 陸軍軍医として活躍の場を見出し, 明治９年, 長与と共に渡米した石
黒忠悳は明治４年の 『虎烈剌論』 緒言において急性伝染病の中でもコレラ
の被害は ｢尤甚シ｣ としていた｡ そのコレラの流行が新政府下において始
まったのである｡ 加えて, 明治10年は西南戦争が勃発した年でもあった｡
コレラはこの西南戦争の凱旋兵の東進と共に広がっていったため, 犠牲者
が増加した｡ 内務省衛生局はこの明治10年, ｢全局ノ力ヲ挙ケテ其 (コレ
ラ―筆者注) 防禦及ヒ撲滅ニ従事ス亦殆ト他ノ事業ヲ拡充整理スルノ暇ナ











は, (表１) にみえるように, 10万人以上の人命を鬼籍へと追いやった｡
明治12年のコレラの勢いはすさまじかったのである｡ そこで政府は対策を






明治12年７月21日の ｢中央衛生会職制並ニ章程｣ によれば, この時の
｢中央衛生会｣ は, 内務の下, ５名の日本医, ３名の外国医, 内務省衛
生局長, 会長の10名より構成されることとなった｡ その所掌事務は, 内務
に捧呈する諸規則, 指令, 建議, その他書面の草案の調整であった｡
｢中央衛生会｣ の活動を始めるにあたり, 長与たちは, 各地の気候, 地形,
衣食住, 風俗・慣習, 地方病の有無を確認しながら進めることが肝要であ
ると理解した｡ そしてこの ｢中央衛生会｣ は, 中心となる委員が医師であっ
たことから分かるように, 医学等学術上の知見を踏まえて伝染病対策を進
めることとを予定していたのである｡ その結果, 内務には, 医学等学術
上の知見を踏まえた政策の提示が可能となったのである｡
明治12年７月に臨時に設置された ｢中央衛生会｣ は, その年の暮れには
常設化された｡ 引き続き内務の諮詢に応えるためであった｡ 常設化され
た ｢中央衛生会｣ には, 医学の専門家 (８名), 化学の専門家 (１名), 工
学の専門家 (１名) が参加することとなった｡ またこの時, 地方長官から
の諮詢に応えるため ｢地方衛生会｣ も設置された｡ ここでは医学の専門家
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(表１) 伝染病による死者数













































































































































(『医制百年史』 (資料編) より作成｡ ｢・｣ は数値なし｡)
(表２) 中央衛生会 (明治12年７月16日)
会長 森 有礼 (外務大輔)











｢衛生ノ事｣ は, ｢事専｣ であることから分業が求められる｡ すなわち,
衛生のことを ｢議スル者｣ と ｢行フ者｣ とを分ける必要がある｡ その際,
(図４) の通り, ｢衛生ノ事｣ を ｢議スル｣ ために ｢衛生会｣ の, そして
｢行フ｣ ために衛生局の存在が確認されたのである｡ 明治12年の暮れに設
置された ｢中央衛生会｣ と ｢地方衛生会｣ は, 中央と地方において専門的
な立場から, ｢衛生ノ事｣ を ｢議スル｣ ことが期待されたのであった｡
(２) ｢府県衛生課｣ の設置
明治７年の ｢医制｣ では, 府県以下に ｢医務取締｣ の設置が求められた｡
























｡ 中央にあって ｢内務省衛生局｣ があるように, 地方にあっては
｢府県衛生課｣ が設置されたのである｡
新設された ｢府県衛生課｣ には, ｢衛生ノ大意ニ通スル者｣ を置くこと
とされた｡ 同課は地方長官の指揮に従い ｢管内衛生ノ事務｣ を整理するの
が仕事であったため, ｢衛生ノ大意｣ に通じた吏員が必要とされたのであ
る｡ また新たに行う ｢健康保護｣ 事業に関しては地方衛生会に諮詢するこ
ととされ, 重要と思われる案件に関しては, 内務省本省に稟議することが
求められた｡ ｢府県衛生課｣ は, 地方長官だけでなく内務省や地方衛生会
の判断を仰ぎながら行政実務を執ることが求められたのである｡
ここで ｢府県衛生課｣ が所管した ｢管内衛生ノ事務｣ についてより詳し











｢第一 医事取締ノ事｣ では, 医師や薬舗の開・閉業や毒薬・劇薬・贋
敗薬等を督察することが求められた｡ 明治７年の ｢医制｣ で医師や薬舗の
国家による管理を進めることとされたが, この事務を地方にあって担当す
るのが ｢府県衛生課｣ であった｡ ｢第二 飲食料ノ事｣ では, 飲料水の検
査, 水道の位置及び構造, 水源の掃除方法, 腐敗贋造食品, 顔料・染色料
の取締りを行うこと, ｢第三 清潔法注意ノ事｣ では, 道路, 溝渠, 厠等
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の掃除及び修繕方法を設けること, ｢第四 病災予防ノ事｣ では, コレラ
等の伝染病の発見及び予防や消毒法, あるいは住民の隔離に関する当否の
検察を行うこと, ｢第五 窮民救療ノ事｣ では, 公立・私立病院・貧院・
棄児院等の設立を計画すること, ｢第六 統計報告ノ事｣ では, 人口や病
院等の設置状況, 種痘を受けた者の数, 医師や薬舗, 産婆の状況に関する
統計を作成し, 内務省衛生局に報告すること, ｢第七 雑件｣ では, 職業・
習俗と衛生問題との関連を調べること, 鉱泉の性質・効能を調べること,
天然の薬物の有無を調べること, 地方衛生会の求めに応じ, 必要な情報を
郡区・町村より徴収すること, などが取り上げられた｡ 府県以下の ｢健康




















新設された ｢町村衛生委員｣ は町村の公選を経て選出され, 戸長を助け


































明治12年のコレラの流行の後, ｢中央衛生会｣ や ｢地方衛生会｣, ｢府県
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衛生課｣ や ｢町村衛生委員｣ が設置された｡ これらはいずれも医学や衛生
学の知見を有する者が衛生政策の立案や実施に携わることが出来るように




予防の重要性を理解し, 対策に取り組んだ｡ その結果, ｢中央衛生会｣ や
｢府県衛生課｣ 等の設置が実現した｡ しかし ｢健康保護｣ を推進するため
の仕組みづくりは, その後, 新たな展開をみせた｡ 政府の進める ｢健康保
護｣ 事業に満足しない衛生官僚たちが ｢衛生事務拡張論｣ を打ち出したの
である｡




｡ ここで池田と高木は, ｢健康保護｣ 事業の不備は ｢国家ノ貧弱此ニ
胚胎ス｣, これを防ぐためにはその拡張をしなければならないとするので
あった｡ 池田等は, 内務省衛生局は存在するも, その役割は, ｢僅ニ虎列
拉予防｣ の ｢一事｣ もしくは ｢一局｣ であるとする世評に不満であった｡
また外国との関係においては, 明治12年のコレラ流行の際, 外国船の検疫




た｡ 検疫停船規則を施行するための ｢権理｣ の所在が不明確であったので
ある｡
一方で西欧諸国に目を転じれば, イギリスの ｢地方総轄局｣ やドイツの
｢全国衛生院｣ にみえるような ｢中央官衙｣ が用意されている点に池田等








また池田等の内務への建言では, 欧米諸国では ｢健康保護｣ 事業を所
管する官庁が救貧事務をも同時に所管するとされていた｡ 例えばイギリス
では ｢地方総轄局｣ が, 衛生と済貧の事務を所管し, 合衆国マサチューセッ
ツ州では, 衛生局の組織を変更して ｢衛生済貧狂事務局｣ と改称したこ
とを取り上げている｡ こうしたイギリスや合衆国, さらには ｢全国衛生院｣
を設置したドイツの判断に注目しながら, 池田等は, ｢健康保護｣ 及び済













ここでの ｢衛生総官｣ 設置構想は, 内務省衛生局に ｢衛生総官｣ を置き,
その下には ｢衛生官｣ を新設することで ｢健康保護｣ 事業の拡張を図ろう
とするものであった｡
池田等の構想は同年７月には, ｢衛生局組織変更之義ニ付上申｣ として
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山田顕義内務から太政大臣に提出されたが, 実現せず, ９月にはいり改
めて山田内務より ｢衛生事務ニ係ル費用御下付之義ニ付上申｣ として再
提出されることとなった｡ この時は先の ｢衛生局組織変更｣ のことだけで










方の吏員において理解が得られた後に, 住民に対して, 政府の進める ｢健
康保護｣ 事業の効用を説くことが必要であるとしたのである｡ 長与は, 医
学等学術の ｢政務的運用｣ を通じて住民の ｢健康保護｣ の実現を図った｡
これに対して内務の見解は ｢衛生ノ事｣ は, ｢医学理学等ノ原理｣ を
｢政務上ニ活用｣ することだとしていた｡ 明治10年代半ばともなると長与




員｣ が派遣されることの意義を理解し, 地方吏員に ｢健康保護｣ の事業が
｢放任｣ されることはないとした｡ ｢健康保護｣ 事業の推進には, 政府の立
場を理解する地方の吏員が必要であったのである｡
このように地方衛生吏員を督察・教導し, さらに今後, ｢健康保護｣ 事
務を整理していくためにはより多くの官吏が必要となる｡ そこで山田は,
池田等の議論に賛意を示し, 衛生局職員の拡充を認めるのであった｡ この






あると山田には映っていた｡ そしてこうした ｢官衙｣ に従事する者は,
｢衛生官｣ の名を帯びて ｢皆多少衛生ノ学ヲ修｣ め, ｢終身ヲ衛生ニ委｣ ね






｢実務者ノ不熟｣ であった｡ 実務者がその業務の ｢専門｣ でなかったので
ある｡ そこで山田はこうした事態を回避するため衛生実務者を ｢衛生官｣
の名称で位置づけ, ｢一種専門家ノ体｣ をなさしめ, ｢名誉ヲ消長スルノ習






医学, 理学, 統計学等に ｢熟スルノ人｣ とは, 医学や統計学等の専門家
である｡ こうした人たちは ｢衛生官｣ にならずとも, 生活を営むことに支
障がない｡ 山田はこのことも理解し, こうした ｢十二分ニ生活ヲ営ムノ人｣
を ｢衛生官｣ にするためには, 彼らに ｢衛生官｣ であることを誇りとおも
えるような環境を整えねばならないとしていた｡
山田の案では, ｢衛生官｣ を新設するならば, 住民は伝染病予防等の際
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山田の ｢衛生官｣ 設置構想は, 10月にはいりなされた ｢衛生局組織改正
之義ニ付上申｣ において明らかなように, ｢衛生総官｣ と ｢衛生官｣ の新
設によって具体化されることが予定されていた｡ ここでは ｢衛生総官｣ は
｢全国の医務公衆衛生貧民救療及ヒ病災予防ノ事ヲ調理｣ するとされてい








はイギリス, フランス, ドイツ, アメリカ合衆国の制度を参照したもので






い者が生じ, そうした者に対する医療需要を ｢郡区医｣ に担当させようと
したのである｡ そしてまた伝染病予防や貧民施療にとどまらず, 山田は郡









宅に赴き, 予防法を説き, 患者との接触が求められた｡ 人々は衛生委員に
率先してなろうとすることはなかったのである｡ そこで山田は, 町村衛生
委員制度改革を進めようとしたのであった｡ 山田の案では, 町村衛生委員
は郡区長に ｢直隷｣ し, 俸給を定め, 褒賞制度を整えることで, ｢利益ト
名誉｣ とを以て ｢適当ノ人物ヲ得ルノ道｣ が模索されていた｡ 山田は町村
衛生委員制度の活用なくして, ｢如何ナル善法良規アルモ遂に町村人民ノ
間ニ普及スルノ期ナカルヘシ｣ としていたのである｡
池田謙斎と高木兼寛の建言を受けた山田は ｢衛生官｣ や ｢郡区医｣, ｢町
村衛生委員｣ を活用することで ｢健康保護｣ 事業の進展を期したのであっ
た｡
６ ｢健康保護｣ 事業と ｢審事者｣
池田等が ｢衛生事務拡張論｣ を唱えていた翌年, 後藤新平が衛生局官吏
として入局した｡ 衛生局は, 長与や池田等同様, ｢健康保護｣ 事業の必要
性を理解し, その実現に向け奔走する構想と行動力の人を得たのであった｡
衛生局入局前, 後藤は愛知県で医師として, そして教育者として活躍す
る傍ら, 洋書に触れる中で, 疾病の治療だけでなく, その予防への関心を
強くしていった｡ その結果, 明治11年の ｢健康警察医官ヲ設ク可キノ建言｣
や, ｢愛知県ニ於テ衛生警察ヲ設ケントスル概略｣ にみえるように後藤は,
｢健康警察医官｣ や ｢衛生警察｣ の必要性を打ち出すのである｡ ただしこ








のである｡ 行政学の学説史を整理すると, ユスティ ( J.H.G.v. Justi, 1702
1771) の名前がしばしば登場する
(49)
｡ ユスティは, この官房学を ｢警察学｣
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の視点から整理し直し, 官僚の養成に役立てるための取り組みを始めた
のである｡ この時期の ｢警察｣ はそのため治安の維持といったものより広
い意味を有しており, ｢国家の統治｣ や ｢行政｣ をその含意としていた｡
ヨーロッパで ｢健康保護｣ 事業の形成に貢献したとして知られるフランク




18世紀後半 (1776年), 医学の学位を取得したフランクは, 医者―患者
関係からなる医療活動に満足しなかった｡ 医学の知見を修めたフランク




｡ これを直訳すれば ｢医事警察｣ となろう
(52)
｡
この ｢医事警察｣ とは, 医者－患者の関係からなる医療活動ではなく, 国
家と住民, もしくは公衆との関係性の中に成立するものであることから,
現在の公衆衛生に通じるものである｡ 医療の歴史に造詣が深いことで知ら
れるシゲリスト (H. E. Sigerist : 18911957) の業績の一つ, 	
(53)
を英訳したイーデン (Eden : 18651944) とスィーダー (Cedar : 1880
1972) は, medizinische Polizei の訳語に medical police を充てた｡ その際,
Polizei の概念を取り上げ, ドイツ語圏では英語圏に比較してこの言葉を
より広く理解する傾向があることから, フランクのこの視点を表現するな
















防法を確認し, 県下一般の人々の ｢健康保護｣ に従事する ｢医官｣ の創設
を進言したのである
(56)




や 『衛生制度論』 といった著作に結実している｡ 後藤はこれらの著作を通
じて, ｢健康保護｣ 事業には医学等学術上の知見を踏まえて政策を立案し,
実施することの重要性を指摘したのである｡
『衛生制度論』 によるならば, 後藤は狭義 ｢衛生警察
(57)
｣ と ｢衛生事務｣
を車の両輪として ｢健康保護｣ 事業を進めることを企図していた｡ そして
狭義 ｢衛生警察｣ と ｢衛生事務｣ は ｢衛生制度｣ の視点で取りまとめるこ
とができるとする｡ この ｢衛生制度 (Gesundheitswesen)｣ とは, ｢衛生学




なわち後藤は, ｢衛生制度｣ は ｢衛生学的, 医学的其他ノ万有学的学術ノ
幇助｣ を必要とすると理解していたのである｡ その結果, ｢衛生制度内ニ
新事項ヲ起ス｣ 際には, ｢学術的審事ヲ明ニ｣ することが必要であるとし
た｡ 加えて ｢禁令｣ を出すことが求められる狭義 ｢衛生警察｣ に対しても








後藤はこの ｢学術の幇助｣ について, いかなる場合に必要であるかを
｢政治上ヨリ｣ 判断することを求めている｡ そこで ｢当局｣ は, 衛生学や
医学といった学術上の知見を政治判断に付し, ｢其区域ト目的ト順序トヲ
定メテ之ヲ施行スルニ寛厳宜キヲ得｣ るよう努めなければならなかった｡
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また ｢其局ニ当ルモノ｣ は, ｢衛生制度学ニ関スル諸学術ノ何物タルヤノ
大意ニ通スルコトハ固ヨリ肝要｣ とした｡ 後藤は長与同様, ｢健康保護｣
と医学等学術の ｢政務的運用｣ との関係を重要としていたのである｡ そし


























に期待した｡ 特に狭義 ｢衛生警察｣ との関係において, ｢衛生ノ学術的審
事者ハ衛生制度殊ニ衛生警察ノ探偵者トシテ考フルコト甚タ宜矣｣ とした｡
医学等学術を ｢政務的に運用｣ することで ｢健康保護｣ 事業を進めようと
する長与の構想は, 後藤の ｢審事者｣ を設置しようとする構想によってよ
り精緻に展開されるのであった｡





定を実現した｡ この ｢医制｣ では, 政府が ｢衛生行政権｣ を掌握し, これ
を行使するための仕組みが用意された｡ ここでは ｢衛生局｣ や ｢医務掛｣,
そして ｢医務取締｣ を通じて ｢健康保護｣ 事業の推進が図られたのである｡
明治４年に西欧諸国の調査に随行した長与は明治９年, 再び渡米する機
会を得た｡ 長与はこの時の調査の成果を ｢衛生意見｣ にまとめた｡ この
｢衛生意見｣ では, ｢介達衛生法｣ と ｢直達衛生法｣ の視点から ｢健康保護｣
事業が論じられた｡ 長与は医師や薬舗を管理し, 伝染病の流行等健康被害
をもたらす問題に対しては, ｢衛生局｣ や ｢衛生取締｣ を活用して対処す
ることを予定したのである｡
｢衛生取締｣ にみられるような西洋の医学等学術上の知見を理解するこ
とができる担当者を通じて ｢健康保護｣ 事業を進めようとする構想は, 明
治10年以降, 甚大な被害を出していたコレラへの対策を通じて, 具体化さ
れていった｡ すなわち, ｢中央衛生会｣ や ｢地方衛生会｣, ｢府県衛生課｣
や ｢町村衛生委員｣ の設置がなされたのである｡ また ｢健康保護｣ を進め
るためには, 池田や高木, 山田の議論にみえるように ｢衛生官｣ や ｢郡区
医｣ が必要とされた｡ さらに後藤新平は医学等学術と政策とをつなぐ ｢審
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事者｣ の役割が重要であるとする｡
｢健康保護｣ 事業を進めるためには ｢内国事務省｣ の下, ｢衛生局｣,
｢医務掛｣, ｢医務取締｣, ｢衛生取締｣, ｢中央衛生会｣, ｢地方衛生会｣, ｢府
県衛生課｣, ｢衛生委員｣, ｢衛生官｣, ｢郡区医｣, そして ｢審事者｣ にみえ
る ｢特種の行政組織｣ を活用することが求められていたのである｡
注
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